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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第55期 

第１四半期 
累計期間 

第56期 
第１四半期 
累計期間 

第55期 

会計期間 

自平成25年 
 ３月21日 
至平成25年 
 ６月20日 

自平成26年 
 ３月21日 
至平成26年 
 ６月20日 

自平成25年 
 ３月21日 
至平成26年 
 ３月20日 

売上高 （千円） 2,134,151 2,585,928 10,811,255 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △7,321 73,467 191,721 

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△） 
（千円） △6,886 37,697 95,049 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 611,650 611,650 611,650 

発行済株式総数 （株） 4,411,000 4,411,000 4,411,000 

純資産額 （千円） 1,863,733 1,974,604 1,968,340 

総資産額 （千円） 5,267,978 5,785,869 6,031,787 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円） △1.57 8.61 21.70 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 8.00 

自己資本比率 （％） 35.4 34.1 32.6 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の金融政策や財政政策を背景とした企業収益や個人消費の改善

等の影響により、景気は引き続き緩やかな回復基調で推移してきました。懸念された消費税増税による需要反動もそ

れほど大きな影響はないとみられております。 

 電設資材卸売業界におきましては、前年度大型補正予算の本格実施等により官公庁工事が増加し、民間建設投資も

持ち直しが見られる中、ＬＥＤ照明、太陽光発電システム等の省エネ関連商材に活況が見られ、消費税増税後も業界

全体の景況感は良好に推移しております。 

 このような状況の中、当社においては４月に展示即売会「AIKOフェスタ2014」を実施致しました。また消費税増税

後における駆け込み需要の反動の影響も少なく、売上高、粗利高ともに好調に推移いたしました。 

 結果、当第１四半期累計期間における売上高は2,585百万円（前年同期比21.2％増）となりました。 

 利益面につきましては、粗利率、粗利高も好調に進捗したほか、貸倒引当金戻入額の計上もあり、販売費及び一般

管理費の総額は362百万円（前年同期比1.4％減）となりました。これにより営業利益73百万円（前年同期は営業損失

7百万円）となり、経常利益73百万円（前年同期は経常損失7百万円）、四半期純利益は37百万円（前年同期は四半期

純損失６百万円）となりました。 

 

（2）財政状態の分析

 当第１四半期会計期間末の総資産は5,785百万円となり、前事業年度末に比べ245百万円減少いたしました。流動資

産は4,867百万円となり、244百万円減少いたしました。主な要因は現金及び預金の増加と、売上債権の減少による差

額です。固定資産は918百万円となり、１百万円減少しております。 

 当第１四半期会計期間末の負債合計は3,811百万円となりました（前事業年度末は4,063百万円）。流動負債は仕入

債務等の減少により3,583百万円となり、前事業年度末に比べ262百万円減少いたしました。主な要因は仕入債務の減

少（前期末比115百万円減）及び未払法人税等の減少（前期末比114百万円減）によるものです。固定負債は前事業年

度末に比べ10百万円増加しております。 

 これらにより当第１四半期会計期間末の純資産の部は1,974百万円となり、前事業年度末と比べ6百万円増加いたし

ました。 

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（4）研究開発活動

 特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成26年６月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年７月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,411,000 4,411,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,411,000 4,411,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年３月21日

 ～

平成26年６月20日

－ 4,411,000 － 611,650 － 691,950

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月20日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年３月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       31,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    4,335,000 4,335 －

単元未満株式 普通株式       45,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 4,411,000 － －

総株主の議決権 － 4,335 －

 

②【自己株式等】

平成26年３月20日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

愛光電気株式会社
神奈川県小田原市西大友

205-2
31,000 － 31,000 0.70

計 － 31,000 － 31,000 0.70

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年３月21日から平成26

年６月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年３月21日から平成26年６月20日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年３月20日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年６月20日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,040,088 1,213,536 

受取手形 1,557,578 1,670,258 

売掛金 2,073,920 1,432,563 

商品 314,189 463,493 

その他 162,582 97,854 

貸倒引当金 △35,866 △9,904 

流動資産合計 5,112,493 4,867,803 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 182,688 180,337 

土地 342,520 342,520 

その他（純額） 14,150 13,550 

有形固定資産合計 539,359 536,408 

無形固定資産 32,005 31,276 

投資その他の資産    

投資有価証券 57,881 63,551 

その他 343,507 344,429 

貸倒引当金 △53,460 △57,599 

投資その他の資産合計 347,928 350,380 

固定資産合計 919,293 918,066 

資産合計 6,031,787 5,785,869 

負債の部    

流動負債    

支払手形 326,762 275,221 

買掛金 1,082,486 973,713 

電子記録債務 199,227 244,456 

短期借入金 1,800,000 1,800,000 

賞与引当金 70,000 97,000 

役員賞与引当金 10,650 － 

その他 356,424 192,832 

流動負債合計 3,845,550 3,583,224 

固定負債    

退職給付引当金 149,357 157,965 

役員退職慰労引当金 68,538 70,074 

固定負債合計 217,896 228,040 

負債合計 4,063,447 3,811,265 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年３月20日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年６月20日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,650 611,650 

資本剰余金 691,950 691,950 

利益剰余金 656,718 659,381 

自己株式 △9,575 △9,575 

株主資本合計 1,950,743 1,953,405 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 17,597 21,199 

評価・換算差額等合計 17,597 21,199 

純資産合計 1,968,340 1,974,604 

負債純資産合計 6,031,787 5,785,869 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成25年３月21日 

 至 平成25年６月20日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成26年３月21日 
 至 平成26年６月20日) 

売上高 2,134,151 2,585,928 

売上原価 1,774,444 2,150,094 

売上総利益 359,707 435,834 

販売費及び一般管理費 367,490 362,348 

営業利益又は営業損失（△） △7,783 73,486 

営業外収益    

生命保険配当金 707 390 

その他 1,953 1,933 

営業外収益合計 2,660 2,323 

営業外費用    

支払利息 2,143 2,334 

その他 55 8 

営業外費用合計 2,198 2,343 

経常利益又は経常損失（△） △7,321 73,467 

特別利益    

投資有価証券売却益 1,038 － 

特別利益合計 1,038 － 

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △6,283 73,467 

法人税、住民税及び事業税 12,385 14,537 

法人税等調整額 △11,781 21,231 

法人税等合計 603 35,769 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,886 37,697 
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に

係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自  平成25年３月21日
至  平成25年６月20日）

当第１四半期累計期間
（自  平成26年３月21日
至  平成26年６月20日）

減価償却費 7,193千円 5,854千円

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成25年３月21日 至 平成25年６月20日）

配当に関する事項

   配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月18日 

定時株主総会
普通株式 13,142 3 平成25年３月20日 平成25年６月19日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成26年３月21日 至 平成26年６月20日）

配当に関する事項

   配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月18日 

定時株主総会
普通株式 35,035 8 平成26年３月20日 平成26年６月19日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成25年３月21日 至平成25年６月20日）及び当第１四半期累計期間（自平成26年

３月21日 至平成26年６月20日）

 当社は電気機器電設資材等の販売事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年３月21日
至 平成25年６月20日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年３月21日
至 平成26年６月20日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△1円57銭 8円61銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△6,886 37,697

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△6,886 37,697

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,380 4,379

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年７月29日

愛光電気株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 市川 一郎  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柴田  剛  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛光電気株式会

社の平成26年３月21日から平成27年３月20日までの第56期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年３月21日から平成26

年６月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年３月21日から平成26年６月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、愛光電気株式会社の平成26年６月20日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年７月29日

【会社名】 愛光電気株式会社

【英訳名】 AIKO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 近藤 保

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神奈川県小田原市西大友205番地２

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 近藤 保は、当社の第56期第１四半期（自 平成26年３月21日 至 平成26年６月20日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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